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官民連携事業の推進のための地方ブロックプラットフォーム 

「サウンディング」 

案件登録様式 

 

■ 記入票    

項目 記入欄 

１．サウンディング

情報 

 

①団体名 大分県中津市 

②事業名 中津市学校給食共同調理場整備事業 

③本事業の現在の

検討ステージ 

以下の中から本案件の検討ステージを選択してください。 

1.事業発案 

2.事業化検討 

3.事業者選定 

4.その他（                     ） 
 

④サウンディング

の目的 

現在中津市には 4 つの共同調理場があり、4 つの施設うち、3 つの施設の立

地場所が災害危険区域等に位置していることから施設の集約あるいは建て替

えが求められている。また、すべての調理場が築 20 年を経過していること

から、施設及び設備機器の修繕・更新費の増加が懸念されているところであ

る。 

なお、調理場建設計画にあたっては、災害発生時の対応を想定した整備につ

いて検討を行う必要がある。 

調理場建設事業は、法的な制約もあり、専門的な知見が大変重要となるた

め、専門知識を有した民間事業者の意見を取り入れ、本市における共同調理

場の在り方、適切な施設配置、施設集約及び事業手法等の検討を行い、基本

方針を策定したい。 

⑤民間事業者に対

する質問事項 

〇市内４つある共同調理場（第一・三光・本耶馬渓・山国）の統合規模につい

て、中津市では、下記３つの統合案で検討を行っている。（各調理場の施設概要

は別紙参照） 

 

A パターン 

4 調理場（第一・三光・本耶馬渓・山国）を 1 つにまとめる場合 

B パターン 

旧市内の第一共同調理場を残し、旧下毛 3 つ（三光・本耶馬渓・山国）をま

とめて市内 2 つの共同調理場で運営する場合 

C パターン 

第一と三光共同調理場を残し、災害危険区域に位置する本耶馬渓と山国のみ

をまとめ、市内３つの共同調理場で運営する場合 

 

それぞれの統合案ごとに下記事項について助言をいただきたい。 
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【助言をいただきたい事項】 

・「衛生管理基準」及び「大規模調理施設衛生管理マニュアル」を準拠した上で

の集約規模ごとの施設必要敷地面積（アレルギー専用室あり） 

・共同調理場の建設に必要となる計画地選定の着眼点。（市内の市有地より選

定することを基本とし、計画地における制約条件、配送計画を考慮したうえ

で、総合的に判断した上での適切な建設場所。） 

・上記にて助言いただいた建設候補地から喫食 2 時間以内を順守するための

配送計画及び給食配送車の必要台数の算出の考え方。 

・省エネ・環境に配慮し、効率的・安定的な運営に向けて、調理時間の短縮・

維持管理費の節減を考慮し、イニシャルコストとランニングコストの比較を

行った上での適切な厨房機器の配置や熱源の考え方。 

・食数・床面積から試算した新調理場整備に必要となる事業費規模。 

・事業手法ごとに、リスクの分担・管理、補助金の活用、市の財政負担の平準

化、事務手続き上の負担及び財政縮減効果（最も適切な事業手法）。 

・新共同調理場整備に必要となる事業スケジュールの考え方。 

⑥対話を希望する

業種 

※ 該 当 す る 番 号 に ○

（複数可） 

注）希望する業種の事

業者の参加を確約す

るものではありませ

ん 

1.設計    2.建設    3.不動産     

4.金融機関    5.維持管理    6.コンサルタント     

7.運営（          ） 

8.その他（          ） 

⑦対話を希望する

事業者の事業展開

エリア 

※ 該 当 す る 番 号 に ○

（複数可） 

注）希望する規模の事

業者を確約するもので

はありません 

1. 全国展開している事業者   2.当該エリア外の事業者  

3.地元事業者      4.その他（          ） 

２．事業概要  

（１）基本情報  

①事業の種類 

※ 該 当 す る 番 号 に ○

（複数可） 

1.新設    2.建替え    3.改修   4.維持管理・運営 

5.その他（             ） 

②想定する事業の

手法 

※ 該 当 す る 番 号 に ○

（複数可） 

※ 具 体 に 事 業 方 式

1.サービス購入型   2.収益型   3.混合型 

4.公的不動産の利活用   ５.包括的民間委託 

6.指定管理者制度   ７.コンセッション 

８.その他（             ） 
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（BTO、DBO 等）が決

まっている場合、「8 そ

の他」に記載ください。 

③事業内容 

※事業の内容を簡潔に

ご記入下さい 

 

 

 

 

 

④現状及び課題 〇現在、市内に 4 つある共同調理場については、民間委託 2 調理場、直営 2

調理場となっているが、直営の調理場の技能労務職員の定年退職により不在に

なることと、4 施設のうち 3 施設の立地場所が災害警戒区域等に位置している

等の問題がある。 

〇調理場施設の更新時期を踏まえて、災害の危険のない場所に市内全体での調

理場のあり方について全体の構想を策定する必要がある。 

〇直営の 2 調理場について、技能労務職員がＲ5 年度より不在となるため、民

間委託の 2 調理場を含めた全体の運営形態について検討を行っていく必要が

ある。 

 

⑤前提条件 

※事業化にあたって事

業者に考慮してほし

い事項等を簡潔にご

記入ください 

〇直営の 2 調理場について、技能労務職員がＲ5 年度より不在となるため、Ｒ

５年度から市内４調理場の全面民間委託に向けて協議を行っている。 

〇山国共同調理場が、土砂災害特別警戒区域に位置するため、 R2 年度に本

耶馬溪共同調理場を増築し、山国の機能を集約する方向で検討を行ったが、改

修費及び工期等の問題で、本耶馬溪は増築不可の判断となった。 

 

⑥事業スケジュー

ル（予定） 

令和８年度 運用開始 

 

（２）対象地  

① 所在地（交通情

報含む） 

未定 

 

② 敷地面積 未定 

③ 土地利用上の制

約 

 

 

④所有者  

⑤周辺施設等  

⑥対象地周辺の環

境 

 

⑦その他 

(上記項目以外の情

報、特徴、留意すべき

こと等） 
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（３）対象施設   

（3）-1．建物 既存 整備後（予定） 

① 施設名称 別紙「中津市学校給食共同調理場の施設

の現状」のとおり 

 

②施設の延床面積   

③建物の構成（構

造、階数） 

  

④主な施設の内容、

導入機能 

  

⑤運営状況 

(運営主体、事業

手法 等） 

  

⑥その他 

(上記項目以外の

情報、 

特徴、留意すべき

こと等） 

 

 

 

 

 

 

 

（3）-2．インフラ

系 

（上下水道、道路

等） 

既存 整備後（予定） 

①施設名称   

②規模、能力 等   

③運営状況 

(運営主体、事業手

法 等） 

  

④その他 

(上記項目以外の

情報、 

特徴、留意すべき

こと等） 

  

 

 

■ 添付資料 

 中津市学校給食共同調理場の施設の現状 

 中津市給食共同調理場位置図 


